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はじめに

メキシコは、1938年 の石油産業の国有化以降、消極的石油輸出政策を堅

持 し続けた。それは、石油の生産目的として国内需要の充足のみを掲げて、

輸出を僅かな余剰分 に限るというものであった。ところが、その政策は

1976年 に石油を積極的に輸出するという政策に転換された。メキシコの積

極的輸出政策はその隣国である米国の利害に一致する。米国を始めとする

石油輸入国は、中東戦争に伴う1973年 のオイル・ショックに苦しんだ。そ

の米国の圧力がメキシコ石油政策の形成に影響を及ぼしたことを否定する

ことはで きない (EREP 1979;Saxe― Femttldez 1980;Pellicer 1982;

Suttez 1982;Castillo 1999)。 米国にとって、隣国の石油輸出の拡大は中東

地域よりも安定的なエネルギー供給源の強化を意味して、自国の利益によ

り大きく貢献すると考えられる。

だが、メキシコの積極的石油輸出政策は、例えばノルウェーのような拡

大的傾向を有し続けたものではなかった。メキシコもノルウェーも石油輸

出国機構 (OPEC)の非加盟国である。したがって、両国にはOPECが取

り決める生産・輸出量割当てに同調する義務はない。しかし、ノルウェー

がその石油輸出量を持続的に拡大させてきた一方、メキシコは1982～ 83年

の輸出量の水準を今日までほぼ維持 している。1976年以降のメキシコの石

油輸出政策は積極的ではあるが、長期的にみれば拡大的というよりも限定

的な傾向を有しているのであるD。
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以上の点に着目するならば、メキシコは石油輸出政策の決定について、

その拡大的傾向を望むであろう米国の要求に対 して、自律性を喪失してい

るとはいえない。中央政府の政策決定者の行動は他の国家や自国の社会か

らの抵抗に制約される。国家は国内外からの抵抗を受ける。しかし、国家

はそれらの抵抗を克服する能力を持つ (nasner 1978:10-11)。

メキシヨは石油産業の国有化以降、消極的石油輸出政策を維持 していた。

そして、1976年 の政策転換後、今日まで積極的だが限定的な石油輸出政策

を維持 している。政策形成に関して、国家は他の国家や国内外の社会集団

の要求・圧力から自律 している。本稿はこのような国家の自律性を前提に

して、メキシコ石油輸出政策の継続性と転換の要因を分析する。その目的

は、国家の自律性への着目から導き出される政策形成モデルの検証にある。

このモデルは政策の継続性を制度、政策の転換を危機によつて説明する。

本稿では、まずその政策形成モデルを分析の視角として提示する (第 I

節)。 そして、その視角に従って、メキシコの消極的石油輸出政策の継続

性 (第 Ⅱ節)、 積極的だが限定的な石油輸出政策への転換 とその継続性

(第 Ⅲ節)、 それぞれの要因について考察する。最後に、本稿が扱った事

例をもとに制度と危機を重視する政策形成モデルの有効性とその限界を確

認しつつ、そのモデルによつて明らかとなる公共政策の一般的特徴を指摘

する。

I 分析の視角

1 制度による制約

社会からの国家の自律性の強調が、国家を政治分析の中心に据えるアプ

ローチ (statist approach)の 出発点である。その主張は次のようなもので

ある。公共政策をめぐる政府と利益集団との関係において、前者は後者が

自らの選好を実現するために互いに争う単なるアリーナではない (Kras―

ner 1984:226-227;Skocpol 1985:4)。 国家は社会の要求や利害を単に反

映したものではない目標を策定し追求する (Skocpol 1985:9)。 国家はあ



ラテンアメリカ研究年報 No.24(2004年 )        85

る特定の社会集団の利害から分離 して、それとは異なる独 自の動因を持つ

(hasner 1978:10)。 以上の主張によれば、国家は社会の要求 とは異なる

独 自の選好を持つと考えられるが、その選好 とは一体 どのようなものであ

ろうか。

スコチポルや トリムバーガーが指摘するように、国家はリソースを有す

る組織である。国家は租税の徴収者であり、警察や軍といつた強制手段の

所有者である。それゆえ、国家はどの社会集団の要求や選好にも還元され

ない自律的行動の場である (Skocpol 1992:42)。 自律的な官僚は経済力や

強制力といった国家のリソースを利用できるのである (Trimberger 1978:

4)。 そのような国家のリソースは制度がもたらすものであると考えられ

る0。 制度とは狭義ではルールのことを指すが、「フォーマルな組織 とイ

ンフォーマルなルールおよび手順を含む」 (Thelen and Stei― o1992:2)

と定義され得る。

国家の選好とは、ノードリンガーによれば、公職者個人の選好の融合物

である。彼らの制度的地位が独自の選好の形成を可能とする。同時に、制

度的に派生したリソースに勝る公職者の選好が国家の選好となる (Nord―

linger 1988:882)。 つまり、公職者の政策決定能力は制度がもたらすリ

ソースに依存している。クラズナーは次のように公職者と制度との関係を

論 じている。政治的指導力は公的地位と密接に関連している。政治的指導

者とは、公的地位から得られるリソースを利用する国家アクターである。

そして、制度は国家アクターに手段を提供するだけでなく、その選好を制

約する (Krasner 1984:228-229)。 スコウロネックは既に次のように指摘

していた。公職者の地位を定めてその特権を支える制度が、公職者の集団

的行動を調整する (Skowronek 1982:12)。 制度が国家アクターの選好を

すべて規定するわけではないが、それに影響を及ぼすのである。制度を政

策形成の起点に置けば、以下のように概略化できよう。

国家の自律性を強調する立場に立てば、国家アクターの政策形成におけ

る選好は、社会集団の要求 。圧力に左右されるというよりも、制度に制約
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図 1 制度による制約

されるといえよう (① )。 但し、制度が国家アクターの選好をすべて規定

するわけではない。そして、政策は制度の影響を受けた国家アクターの選

択を反映したものになるであろう (② )。

2 断続平衡パターン

制度は環境の変化に対 して硬直的である。なぜならば、既存の制度的地

位にある個人は、自らの特権を損なう恐れのある制度変化に抵抗するであ

ろう。また、既存制度は情報面での確実性をもたらし、新制度の創造には

既存制度の維持以上のコス トが掛かるからである (Krasner 1984:234-

235)。 このような特性を持つ制度が国家アクターの選択を制約する。し

たがって、その選択の結果である政策には「経路依存性 (path depen_

dence)」 が見出せる0。 制度を形成するような「歴史的選択が一度行なわ

れると、それは将来の選択肢を予め排除したり、その選択を容易にしたり

する」 (丘asner 1984:225)の である。制度への着目によつて、政策の継

続性が理解できるといえよう (Thelen and Steinmo 1992:10)。

制度による国家アクターに対する制約を弛緩させるのが危機である。国

家は領土と人民に対する統制を要求する組織であり、その基本的必要は統

制と秩序の維持である (Skocpo1 1985:9)。 危機とは、スコウロネックに

よれば、「統制を維持する国家の能力を突然脅かす散発的で破壊的な出来

事」 (SkowrOnek 1982:10)で ある。そして、統制の再構築が最大の問題
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となる危機的状況下で、国家アクターの重要性が最も明確 となる (Skow¨

ronek 1982:31)。 利益集団から自律 して国家のリソースに依存する国家

アクターは、特に危機的状況下で秩序を再構築するために急進的なイニシ

アチブを発揮するのである (Trimberger 1978:4-5)。 そして、危機的状

況下で国家アクターが選択する自律的で新たな政策が、既存の制度を大き

く変化させる可能性を持つと考えられる。政策と制度は相互に作用する。

政策は一度適用されると制度に埋め込まれ、政治的アクターの将来の行動

に影響を与える (March and olsen 1984:745)。 政策は以前の制度や政治

から生まれるだけではなく、政策が制度と政治を作 り変えて、将来の可能

性を変化させる。つまり、政策はフイードバック効果を持つ (Weむ ,0■o∬

and Skocpol 1988:5,25;Skocpol 1992:58,531)。 。そして、危機における

新しい政策がその効果をより明確に示すのではなかろうか。その場合、以

下のような政策形成の構図が想定される。

危機は国家アクターの制度や社会集団からの自律性を高める (① )。 国

家アクターは秩序を維持または再確立するために、既存制度や社会集団の

要求に囚われない新しい政策を選択するであろう (② )。 新しい政策は既

存制度を変化させる可能性を多く持つであろう (③ )。 危機の際、既存制

度は崩壊するかもしれない。だが、新たな制度は全くの最初から作られる

わけではなく、旧制度の残余から再構築される (Thelen and Steinmo

1992:32,n.55)。 危機を経ても、旧制度の一部は存続し得るのであるう。

図 2 危機時の制度変化

【国家】

制度

: 夕////`Ь
危機的状況

新 しい政策 ②一
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政策変化は危機に伴ってビッグバン的に起こるといえよう (Weむ ,0■o∬

and Skocpol 1988:22-23)。 散発的な危機が新たな政策を導 き、新たな政

策が制度変化をもたらす。危機が「決定的転換点 (crttical jllnctllre)」 と

な り、将来の政治の方向付 けを行 なう「遺産 (legacy)」 を残す (Collier

and Co■ ier 2002:27-39;Co■ier 1993:14-15)。 クラズナーは次のように

論 じている。「制度変化は継続的で漸進的であるというよりも、散発的で

劇的である。 (中 略)危機的状況が国家制度の発展の分水嶺 となり得る。

(中 略)危機が去って しまえば、制度的配置は硬直化する傾向を持つ」

(nasner 1984:234)。 制度を変化させるような「決定的な選択が一度行

なわれると、それを覆すことはできない。 (中 略)一度経路が選択 されれ

ば、それは将来の発展を方向付ける」 (nasner 1984:240)。 したがって、

政治発展はゆっくりと継続的に変化する進化論的なパターンではなく、危

機時の急激な変化 とその後の凝固と停滞というパターンであるといえる。

クラズナーは生物学用語 を用いて、このようなパ ターンを「断続平衡

(pllnctuated equilibrillm)」 と呼ぶ (Krasner 1984:240,242)。 政策変化

は危機によって分断された均衡状態に特徴付けられるのである。

Ⅱ 消極的石油輸出政策を導いた制度

1 メキシコ石油政策に係わる主要国家アクター

ここで、メキシコ石油政策の決定に係わる最も重要な国家アクターを特

定しておきたい。石油産業の国有化後、その運営を担つたのがメキシコ石

油公団 (Petr61eos Me対 canos:Pemex)で ある。Pemexの最高責任者は総

裁であるが、その意思決定はPemex経営審議会の承認を必要とする。そ

して、大統領が総裁と経営審議会の過半数のメンバーを任命する権限を持

つ (Gutiё rrez y Ortiz 1988:64-65;Morales 1992 a:224-225;1992b:

247)0。 したがって、石油政策に係わる主要国家アクターは、重要度から

いえば、まず大統領であ り、次に Pemex総裁であるといえよう。
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2 石油開発における国家独占の制度

本稿は、上記国家アクターの石油輸出についての選択に大きな影響を与

えた要因として、狭義の制度、つまリルールであると定義される制度を取

り上げる。その 1つが石油開発における国家独占の制度である。

1938年 3月 、メキシコ政府は主要外国石油会社を強制収用 した。会社側

はその処置に対する報復として、メキシコ産石油のボイコットを世界的に

展開した。メキシコは石油産業を国有化 した時点で、石油生産量の50～

60%を輸出していた。しかし、ボイコットによって多くの国タト販路が失わ

れて、石油輸出量は大幅に減少 した (Meyer 1972: 407-413)。 その後、

被収用会社との補償交渉が妥結 したにもかかわらず、輸出比率が国有化直

前の水準に回復することは1980年代に至るまでなかった。1938～ 70年の原

油つの生産・輸出量は表 1の通 りである。

1966年 には原油輸出が停止された。その理由は国内需要を満たす以上の

増産能力がメキシコになかったことにある (Snoeck 1988:27)。 原油生産

表 1 原油生産量・輸出量、1938～70年 (100万バレル)

年 原油生産量 原油輸出量 輸出比率(%) 年 原油生産量 原油輸出量 輸出比率(%)

1938

1939

1940

1941

1942

1943

1944

1945

1946

1947

1948

1949

1950

1951

1952

1953

1954

38.48

42.89

44.04

43.03

34.82

35。 15

38.19

43.54

49.24

56.29

58.52

60。 90

72.42

77.30

77.27

72.43

83.65

3.79

8.57

8.56

7.56

1.37

1.34

0.65

2.43

3.30

6。 74

7.18

7.18

12.18

13。 18

9.32

3.48

4.63

9.8

20.0

19.4

17.6

3。 9

3.8

1.7

5.6

6.7

12.0

12.3

11.8

16.8

17.1

12.1

4.8

5。 5

1955

1956

1957

1958

1959

1960

1961

1962

1963

1964

1965

1966

1967

1968

1969

1970

89.39

90。 66

88.26

93.58

96.39

99.04

106.78

111,84

114.86

115.57

117.95

121.14

133.04

142.36

149.86

156.58

6.10

6.61

4.03

0.67

0.11

1.10

6.68

7.16

7.14

7.62

4.80

6.8

7.3

4.6

0。 7

0.1

1.1

6.3

6.4

6.2

6.6

4.1

出所 :Sordo y L6pez 1988:154,159.
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能力の不足が、ポイコットの影響が及んだ時期を除いて、本格的な石油輸

出を不可能にしたと考えられるが、その不足は資源の限界によるものでは

なかった。国有化以前の外国石油会社の探査は、メキシコに未開発の石油

資源が多くあるということを既に明らかにしていた (Meyer 1972:28-29;

Szё kely 1983:72;EI Mallakh,Noreng and Poulson 1984:22)。

輸出のための増産を困難にしたのはPemexの 資金不足であつた。石油

製品の国内価格の引上げ率は、工業化を後援するためにインフレ率よりも

低 く設定されていた (Morales 1992 a:215-217)。 この低価格政策が石油

産業の発展を阻害した (Berm`dez 1976:52-53)。 つまり、利潤の無視が

Pemexの財政悪化を招いて、その油田探査への投資を制限したのである。

そして、生産拡大の根拠となる確認埋蔵量の積上げは難しくなった。可採

年数の著しい減少を防ぐために、探査活動は徐々に強化されていった。し

かし、資金不足によりそのペースは遅く、新油田の発見 。開発に多 くの時

間を要することとなった (Sordo y L6pez 1988:22-29)。 以上の事情から、

Pemexは 国内需要の充足に専念せざるを得なくなり、メキシコは消極的

輸出政策を強いられた。ところが、石油開発に民間資本を導入して、増産

を図るという選択肢もあったはずである。だが、国家アクターはそれを選

択しなかった。石油開発における国家独占の制度がそのような選択肢を

奪つたのである。

外国石油会社の収用を断行したカルデナス (Lazaro cardenas del Rlo)

によって、国家が石油開発を独占的に行なうというルールは設けられた。

1917年制定の憲法第27条 は、国家が石油および炭化水素に対する直接の所

有権を持つと定めていたが、民間資本による採掘権の取得を認めていた。

1940年、カルデナスはその第27条 を改定した。石油や炭化水素に関する採

掘権の供与を禁止したのである (L6pez 1991:371-373,446)。 これにより、

民間資本がメキシコの石油開発に直接参入することは困難となった。アレ

ジャノによれば、この改定はボイコットに至ったような外国石油会社との

対立の再燃を恐れての措置であつた (Are■ano 1958:35-36)。 それは国有
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化という決定的選択がもたらした制度変化であった。

翌1941年制定の石油法は、Pemexと の請負契約による外国資本の間接

的参入までを禁止してはいなかった (L6pez 1991:447)。 1949～ 51年、開

発の成果を分配するリスク契約が、Pemexを 技術・資金面で補助するた

めに米国企業と結ばれた。この掘削事業におけるリスク契約については、

国家の独占的石油開発を定めた憲法第27条 との整合性が問題となった。当

時のベルムーデス (Antonio J.Berrnidez)Pemex総裁は、その種の契約

が採掘権に類似した開発契約ではなく、単なる作業契約であると主張して、

その合憲性を訴えた (Morales 1992 a:209-212)。 彼は自国の石油産業の

発展には外国資本が不可欠であるという個人的意見を持ちながらも、同産

業へのその直接参入の可能性を否定した (Philip 1989:346)。

その後の国家アクターは国家独占の制度により厳密に従った。1958年 に

現行の石油法が制定された。同法は国家が Pemexを 通 じて石油開発を行

なうと確認した上で (第 4条 )、 Pemexと 結ばれる作業契約の報酬が常に

現金に限られて、生産物の一部や開発の成果の配分は認められないとした

(第 6条 )'。 それは、民間企業が結果の成否に関係なくより純粋に作業

のみを請け負う、サービス契約しか認めないことを意味した。そして、締

結済みのリスク契約は1970年 までに順次解約されていった(Morales 1992 b

:234-235)。 成功報酬がリスク契約よりも限定されるサービス契約は、外

国資本にとって魅力に欠けるものであるといえよう。技術と資金を持った

外国資本がメキシコの石油開発に参入する余地は、1958年石油法によって

非常に限られたものとなったのである。

以上のように、国家アクターは資金不足による石油開発の滞 りという事

態に直面しつつも、国家独占の制度に制約された選択を行ない続けた。外

国資本の石油開発への本格的導入に踏み切ることはなかったのである。そ

のために、大規模な輸出を支えるだけの生産が不可能となり、国家アク

ターは消極的輸出政策を採らぎるを得なかった。つまり、石油開発におけ

る国家独占の制度が消極的輸出政策を導いた。そのような側面があったと
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いえるのではなかろうか。

3 資源温存の原則

消極的石油輸出政策を導いた制度として、さらに指摘 しておきたいもの

が資源温存の原則である。これは前述の制度と比べれば、その具体的内容

が明確に法制化されていないという意味で、よリインフォーマルなルール

である。温存といっても利用しないということではない。利用しなければ、

その対象は資源ではないからである (Fuchs 1990:128-131)。 この原則は

次のようなものであると考えられる。石油は再生不可能の天然資源である。

その利用は将来の世代のための保全を考慮 した消費パターンに従うべきで

ある (SOrdo y L6pez 1988:14)。 したがって、石油輸出は国内需要を満た

した後の余剰分のみとし、石油産業に必要な原料や機材を輸入するための

外貨を獲得する目的にそれは限られるべきである (Philip 1989:351;Mo―

rales 1992 a:209)。

この原則の背景には、かつて外国石油会社が行なった石油開発に対する

国家アクターの反感があつた。メキシコは1920年代の初めに世界第 2位の

産油国となった。 しかし、採掘 された石油のほとんどはメキシコのために

利用されずに外国に輸出された。自動車の普及や第 1次世界大戦など主に

国外の需要の増大に応 じた過剰開発により、当時のメキシコにおける主力

油田の枯渇は早まり、産油量は急減した。自国の石油資源は自国の将来的

発展のために温存されるべきであり、外国資本による外国のための自国資

源の過剰開発は防がなければならない。当時の政策決定者にはそのように

主張する者がいた。そ して、その考えが国有化 によって具現化 した

(Meyer 1972:19-26,122,182;Sordo y L6pez 1988:98-99)。

国有化によって生まれた Pemexに とって、過剰開発に繋がる恐れのあ

る輸出は副次的な重要性を持つに過 ぎなかった。つまり、国内需要の充足

が可能であるうちは、さらなる増産のための開発に注力する必要はなかっ

たのである。石油産業における探査・掘削活動に対する投資の優先順位は、
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石油化学を始めとする他の分野に比べ低かった (Bermidez 1976:70-71)。

探査の遅れの主因は確かに Pemexの 資金不足であつたが、石油政策決定

者の探査への無関心 もまた無視できない要因であつた (SordO y L6pez

1988:30,32)。 限られた資金を探査・開発に集中して増産を図 り、原油の

積極的な輸出が もたらす収入によつて、Pemexに 必要な資金 を調達する

という選択肢は排除されていた。石油はメキシコにとって外貨獲得源では

なく、エネルギー源であり、将来の国内消費のために温存すべ きである

(Bermidez 1976:27-28, 115)。 このような資源温存の原則が国家アク

ターの選択を制約し続けていたのである。

探査の遅れは原油生産を国内需要の伸びに追い付かなくさせた。そして、

1971年 にメキシコは原油輸入国に転落 した。1972年、Pemexは タバスコ

(Tabasco)州 とチアパス (Chiapas)州 に跨る地域に大油田を発見 した。

この発見は原油自給の回復を目指した探査 。開発活動の強化の結果であつ

て、輸出を視野に入れたものではなかった (Snoeck 1988:38;Sordo y

L6pez 1988:35-36,44-45)。 1974年 にはその自給という目的はほぼ達成さ

れた (表 2)。

新油田の開発は順調であつた。そして、大規模な輸出を実施できるほど

の増産の可能性が出てきた (Snoeck 1988:43;Sordo y L6pez 1988:46)。

しかし、国家アクターの石油輸出についての選択は資源温存の原則に制約

表2 原油生産量・輸出量・輸入量および石油確認埋蔵量、1970～

76年 (100万バレル)

年 原油生産量 原油輸出量 輸出比率(%) 原油輸入量 石油確認埋蔵量

1970

1971

1972

1973

1974

1975

1976

156.59      -      ―

155。 91          -―           ―

161.37          -          ―

164.91    -    一

209.86        5.80        2.8

261.59      34.38        13.1

293.12       34.47        11.8

0.67

11.54

23.59

6.18

5,567.50

5,428.30

5,387.81

5,431.70

5,773.44

6,338.31

11,160.88

日J弓斤:SnOeck 1988:192-198,208;Sordo y L6pez 1988:90.
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され続けた。当時の Pemex総裁 ドバリ・ハイメ (Antonio Dovtt」aime)

は次のような立場を貫いた。国内の石油資源は国内の需要を満たす以外に

利用されるべきではない。収入を手っ取 り早 く獲得するために、自国の需

要を長期的に満たす能力を犠牲にすることは許されない。石油輸出量は

Pemexが必要とする外貨量によって規定される。それ以上の輸出は、将

来の世代のエネルギー自給を保証するために、埋蔵量の正確な情報次第で

ある (Snoeck 1988:38-39,44)9。 そして、Pemexは タバスコーチアパス

地域の埋蔵量を全 く公表しなかった (Sordo y L6pez 1988:92-93)。 確認

埋蔵量は1976年末の見直しまで大幅な増加なく推移した。1974～ 76年 に原

油生産量は急増したものの、その輸出量には明らかに歯止めが掛けられて

いた (表 2)。

当時のオイル・ショック、つまり国際石油価格の高騰は、石油輸出が莫

大な収益をもたらすという産油国にとって増収の好機であった。それにも

かかわらず、メキシコの国家アクターの選択は資源温存の原則に制約され

て、消極的輸出政策が維持されたのである。

Ⅲ 積極的だが限定的な石油輸出政策への転換とその継続性

1 1976年の経済危機

石油輸出政策の転換を促 した要因として、本稿が着目するのは1976年 に

メキシコが直面した経済危機である。同国の高度経済成長をそれまで支え

てきた輸入代替工業化は、1960年代の後半以降限界に達しつつあつた。国

内産業の不適切な保護が工業部門の国際競争力を削ぎ、同部門への投資の

集中は農業部門の発展を阻害していた。成長が行き詰まった結果、失業が

極めて深刻な問題になっていた。政府は経済を活性化するために財政出動

に頼つた。しかし、経済における公的部門の拡大はインフレの悪化と公的

債務の増大をもたらして、メキシコ経済を危機的な状態にした。その深刻

さは1954年以来となる1976年 8月 の通貨切下げに象徴される。同年の経済

成長率も大きく落ち込んだ。12月 にロペス・ポルティージョ (」Osё L6pez
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Portillo)が大統領に就任する直前 には、クーデターが危惧 されるほど、

経済危機は国内秩序の安定を大 きく揺るが していた (Sz6kely 1983:33-

56;Teichan 1988:37-54;Philip 1989:373)。

メキシコは1982年 にさらにより深刻な債務危機に見舞われるが、1976年

の経済危機を軽視すべ きではない。1976年 の危機が転換 させた石油輸出政

策が、その危機の影響を表面的ではあるが打ち消 した。メキシコの対外信

用は1976年 に大 きく失墜 したが、それは積極的な石油輸出が もたらした

「石油ブーム」によって回復された (Suarez 1982:85)。 1976年 の危機に

際して、採るべき経済戦略は輸出志向の工業化であった。しかし、石油輸

出収入の急増と対外借入れの継続は、経済改革の緊急性を大きく後退させ

ただけでなく、経済における公的部門をさらに拡大させた。「石油ブー

ム」が、輸入代替工業化の過程でみられた国際収支のアンバランスを伴う

経済成長パターンの維持を可能とした。そして、「石油ブーム」の終焉が、

その維持によりさらに深刻となった債務危機のきっかけとなった。1976年

の危機は、それまでの経済成長パターンの破綻を意味するという点で、

1982年 の危機に先立つ最初のシグナルであった (Villarrea1 1997:291-294,

391-392,405)。

2 積極的輸出政策への転換

危機に直面 して、国家アクターは資源温存の原則に制約されない選択を

行なった。その選択は石油輸出を経済成長の主軸 とすることによって、経

済危機から速やかに脱出するというものであった (SordO y L6pez 1988:

194)。 ロペス・ポルテ ィージ ョは開発推進派 のデ イアス・セ ラー ノ

(」orge Dlaz Serrano)を Pemex総裁に登用 した。新総裁の就任直後、確

認埋蔵量の倍増が公表された (表 2、 1976年 )。 それは大幅な増産が可能

であることを明示 して、輸出の拡大を意図したものであった (Philip

1989:372)。 当時、オイル・ショックが石油の国際的重要性を飛躍的に高

めていた。価格高騰の時期により多くの石油を輸出することは、メキシコ
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の天然資源を合理的に活用する適切な方法である。デイアス・セラーノは

そう確信 していた (SordO y L6pez 1988:193)。 彼の主張に大統領も同調

していた (Teichmn 1988:59-65)。 彼らが積極的石油輸出政策を選択し

た背景には、当時の破綻 したメキシコ経済にとって、より多 くの石油を売

却する以外に確実な道はないという考えがあった (sordo y L6pez 1988:

236)。 石油カー ドは国家アクターが切ることのできる残 り少ないカー ド

の 1つであったのである (Philip 1989:373)。 1976年 の経済状況が危機と

いえるほど深刻でなかったならば、石油輸出政策に大きなインパクトが与

えられることはなかったと考えられる (Sordo y L6pez 1988:196)。

確認埋蔵量は1977～82年 の間に約4.5倍 になった。この急増には、1980

年代から現在まで主力産油地域であるカンペチェ (Campeche)'中海底油

田の他に、採油が地質的に困難であるとされる地域の数値も含まれていた

(Sordo y L6pez 1988:110-141)Ю )。 Pemexは 莫大な埋蔵量を根拠にして、

後述するように開発に必要な資金を借り入れた。オイル・ショックにより、

石油資源の存在自体が債務の担保となり得たのである (Sordo y L6pez

1988:103;Cast■lo 1999:H7)。 そして、Pemexは生産のペースを加速し

て、原油輸出量を増大させた。原油生産量における輸出比率の急上昇が示

すように、1977年以降の増産は以前のような国内供給を主眼としたもので

はなく、まさに輸出の拡大を目指した増産であつた (表 3)。

表 3 原油生産量・輸出量・石油確認埋蔵量および原油輸出価格、1977～

82年

年 原油生産量  原油輸出量  輸出比率
(100万 バレル) (lClfl万 バレル)  (%)

石油確認埋蔵量
(1∞万バレル)

原油平均輸出価格
(1バ レル当り米ドル)

1977

1978

1979

1980

1981

1982

358.09         73.74       20.6

442.61        133.25      30.1

536.93        194。 49       36.2

708.59        302.96       42.8

844.24        400.78       47.5

1,003.08        544.61       54.3

16,002

40,194

45,803

60,126

72,008

72,008

13.39

13.21

19.60

31.28

33.20

28.69

JJ刃斤:SnOeck 1988:191-198;Sordo y L6pez 1988:141.
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3 積極的だが限定的な石油輸出政策の維持

1976年 の経済危機は、国家アクターに制度変化をもたらす政策を採らせ

た。それが積極的石油輸出政策であり、資源温存の原則の放棄を意味した。

しかし、新しい政策は既存制度をすべて破壊 しなかった。石油開発におけ

る国家独占の制度は存続したのである。そして、その制度に国家アクター

の選択は制約され続けた。

原油輸出量は1977～ 82年 の間に急激に伸びた (表 3)。 1977年 にデイア

ス・セラーノはPemexの 6カ 年計画を発表 した。同計画は1982年 の原油

輸出量の目標を日量90万バレルと定めていた。だが、翌1978年 にはこの目

標が 2年早く実現されるという見通 しが明らかにされた。1980年 、ディア

ス・セラーノは石油価格の高騰 (第 2次オイル・ショック)を考慮 して

(表 3)、 1982年 の原油・精製品の輸出量目標を日量220万バレルにするよ

うに主張 した。だが、今日までメキシコの原油輸出量は日量150万バレル

前後の水準にある (表 4)11)。 1982年 までの輸出拡大のペースが継続もし

くはその後再現されなかった要因の 1つ として、石油開発における国家独

占の制度が考えられる。

1982年 までの輸出拡大を可能としたのは、陸上油田よりも費用の掛かる

カンペチェ沖の海底油田を始めとする新油田開発の急速な推進であった。

表4 原油生産量・輸出量、1980～2001年 (日 量11000バ レル)

年 原油生産量 原油輸出量 輸出比率(%) 年 原油生産量 原油輸出量 輸出比率(%)

1980

1981

1982

1983

1984

1985

1986

1987

1988

1989

1990

1,930         828        42.9

2,312       1,098       47.5

2,754       1,492        54.2

2,666       1,537        57.7

2,685       1,525        56.8

2,630       1,439        54.7

2,428       1,290        53.1

2,540       1,345        53.0

2,507       1,307        52.1

2,513       1,278        50.8

2.548       1.277        50.1

1991

1992

1993

1994

1995

1996

1997

1998

1999

2000

2001

2,676       1,369        51.2

2,668       1,368        51.3

2,673       1,337        50.0

2,685       1,307       48。 7

2,617       1,305       49。 9

2,858    1,544     54.0
3,022       1,721        56.9

3,070       1,741        56.7

2,906       1,553        53.4

3,012     1,652     54.8
3,127      1,710       54.7

出弓斤:Sener lbι a/αttιじθα;Pemex 2001:5-6;2002:22
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そして、大規模な石油開発 を支えたのは外国石油会社による直接投資では

なく、Pemexが借 り入れた対外債務であった。国家独占の制度は石油の

開発者をPemexに 限定 しているのである。1977～81年 の間に、Pemexは

投資額の約1.2倍 に相当する額の借入れを行なった。そのおよそ80%が対

外債務であった (Guzmm 1988:411,416,422)。 同期間の債務サービス支

払額は輸出収入の半分以上に上った (Szё kely 1983:123)。 このように債

務は Pemexの財政を圧迫 していたが、輸出収入が増大 し続ける限 り問題

とはならなかった。ディアス・セラーノ総裁の下での Pemexの 開発計画

は、原油輸出価格の上昇または少なくともその高値安定を前提 としていた

(Guzmm 1988:411,413)。 だが、この前提は早 くも1981年 に崩れ始めた。

国際石油市場における供給過剰が明らかとなったのである。デイアス・セ

ラーノは、自国原油の国際市場でのシェア確保を目論んで、その輸出価格

の引下げを独断的に行なった。他の石油輸出国に先駆けた価格の引下げが

きっかけとなって、彼 は Pemex総裁の辞任 を余儀 な くされた (Snoeck

1988:87-88)。

明白となった国際石油価格の下落傾向は、Pemexの 石油開発を停滞さ

せた。輸出収入が大幅に減少するという見通しによつて、借入れの継続は

不可能となったのである。1981年のPemexの予算額を100と した場合、実

質で1983年 には約60に減少して、1990年代はほ1劉0の水準で推移した0。

それに伴って、予算のうち投資に向けられる比率 も大 きく低下 した

(Sener ttι ααおιづOα )。 投資の削減の結果は1982年以降の原油生産量の推

移が示している (表 4)。 だが、石油価格の下落という環境の変化のみが

石油開発および生産の停滞の要因ではなかった。石油開発における国家独

占の制度が国家アクターの選択を制約しているということにも着目する必

要がある。外国石油会社の直接投資を通じて石油開発を推進するという選

択肢が採られていれば、石油価格が低迷していても、メキシコ政府が対外

信用を喪失していても、石油生産 。輸出量は1982年以降も拡大的傾向を有

し続けていたかもしれないのである。
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石油産業への民間資本の導入について、メキシコの国家アクターの姿勢

はアルゼンチンのそれとは対照的である。アルゼンチンは、ラテンアメリ

カで最初 (1922年)に本格的な国営石油開発組織 (Yacimientos PetroI―

feros Fiscales:YPF)を設立 した国であつた。 しかし、同国における民間

石油会社の活動は規制されて、石油産業の国有化が幾度 も検討されたもの

の、メキシコのような完全 な国家独 占が実現 されることはなかった

(Philip 1989:184-204,414-440;492-493)。 アルゼンチンは、1991年 に

経済自由化の一環として、石油開発における民間資本に対する規制を大幅

に緩和 した。さらに、1993年 にはYPFを完全民営化した (Russen 1997:

179-181)。 そして、民間資本の導入の拡大に伴って、石油産業の発展は

加速された。1990～ 98年 の間に石油生産量は約1.8倍、石油輸出量は約

20.5倍 となったのである (SERA 1999:28,33)。 メキシコの国家アクター

はアルゼンチンのような選択を行なうことができなかった。

1981年以降、石油輸出国は国際石油価格の下落によって輸出収入の減少

に直面 した。その際に採 り得る戦略として、価格低下を輸出量の拡大で

補って、収入の急減を食い止めるという方策があろう。しかし、メキシコ

はそのような戦略を選択 しようとはしなかった。英国やノルウェーが輸出

量の確保のため値下げに踏み切る一方、メキシコはOPECに 加盟する意

志がないにもかかわらず、輸出量の削減によって市場を安定させるという

OPECの立場に同調 し続けた (Snoeck 1988:143-144, 148-149, 164-

166)。 OPECと の協調は、制度が国家アクターの選択を制約するというこ

とに着目すれば、価格と量を考慮 して最大の収入を得ようとする経済的判

断だけの結果ではないといえよう。国家アクターは石油開発における国家

独占の制度に従ったために、価格低下という状況下で石油開発を推進する

手段を欠いた。石油産業への民間資本の本格的導入は実施されず、借入れ

不能の Pemexに は輸出拡大のための増産は無理であった。メキシコに

とっての選択肢は限られていた。1982年 までの石油輸出の拡大は、オイ

ル・ショックによる一時的な価格高騰によって実現されたものに過ぎな
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かつた。国家独占の制度により、メキシコ石油輸出政策は積極的ではある

が、長期的には限定的な惧1面 を持ち続けることとなった。

おわりに

メキシコにとっての石油は、メキシコ革命のなかで発露 した経済的ナ

シヨナリズムの象徴的存在である。今日においても、世論は石油産業への

外国資本の導入に強く反対 している。本稿はそのような事情を否定するも

のではなく、ルールとしての制度が政策決定者である国家アクターの選択

を制約するという′点に焦′点を合わせた試論である。

本稿は、制度によって政策の継続性を、制度変化をもたらす危機によっ

て政策の転換を説明するモデルを用いて、メキシヨ石油輸出政策を分析し

た。そして、そのモデルの有効性の実証を試みた。ここで着目した石油開

発における国家独占の制度と資源温存の原則というルールが、国家アク

ターの選択を制約し続けて、消極的輸出政策の継続を導いた。そして、秩

序の安定を脅かした1976年の経済危機が、国家アクターの自律的な選択を

可能として、それまでの政策を積極的輸出政策に転換させた。この危機に

伴う政策転換は資源温存の原則の放棄という制度変化をもたらした。だが、

国家独占の制度は存続した。今日まで続く限定的な側面を持つ石油輸出政

策は、その制度に制約され続けている国家アクターの選択の結果である。

制度と危機を重視する政策形成モデルに従えば、本稿の事例のような個

別分野の政策の継続性と転換を説明できる。対象とする政策の形成に大き

な影響を及ぼすと考えられる制度と危機を見出せば、それが可能なのであ

る。このことは、国家アクターによって選択される公共政策が環境の変化

に対して必ずしも最適ではないということを意味する。危機が訪れない限

り、政策は過去の選択に拘束され続けるという経路依存性を有するのであ

る。国家アクターの自律的選択は危機的状況に至って漸くその実現可能性

を増す。メキシコ石油輸出政策は、例えばオイル・ショック以降の国際石

油価格の大幅な変動という環境の変化に対して、柔軟性を欠いていた。あ
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らゆる公共政策についても、そのような状況の変化に対する柔軟性の欠如

が見出されるであろう。

政策形成において制度を重視すれば、政策の継続性だけではなく、国に

よって異なるその多様性も理解できる (Thelen and Stei― o 1992:10)。

メキシコの石油開発における国家独占の制度や資源温存の原則は、同国の

石油産業の歴史において生み出されたものである。それらの制度は過去の

国家アクターの決定的選択によってもたらされた。そのような制度が今日

までのメキシコ石油輸出政策のすべてを説明するわけではないが、ノル

ウェーやアルゼンチンなど他国とは異なるメキシコ独自の政策を展開させ

てきたといえるであろう。

本稿で扱った政策形成モデルは次のような限界を有する。制度は国家ア

クターの選択を制約する、つまりある選択肢を除外する。しかし、採り得

る選択肢そのものを規定するとは限らない。制度はある政策の継続性を説

明できるが、選択された政策の内容すべてを説明するものではない。1976

年以降今日までのメキシコ石油輸出政策の積極性の強度について、国家独

占の制度は説明変数を国際石油価格に限定しているといえるが、その制度

自体は説明変数にはなり得ない。つまり、1982年 までの原油輸出量の急拡

大は石油価格の高騰によるものであり、その後の輸出量の伸び悩みは石油

価格の下落がきっかけであった。国家独占の制度は民間資本の導入という

手段を禁じているに過ぎないが、この制度の存在によって次のことがいえ

る。輸出をカバーする生産能力は、Pemexが価格上昇によって獲得する

であろう追加的資金に依存しているのである。

また、制度変化をもたらす危機は「事後的に」しか見出せない。制度変

化を促す危機とそうでない危機があるが、どのような危機がそれを促すか

事前に示すことはできない。ある危機が「決定的転換点」であるかどうか

は、「遺産」を生み出したかどうかで判断するしかないのである (Collier

and Collier 2002:30)。

制度 と危機を重視 して単純化 したモデルによって、メキシコ石油輸出政
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策のすべてを説明するのは勿論不可能である。本稿はその政策の継続性 と

転換の要因の一部を示 したに過 ぎない。政策の内容までを説明するには、

折々の国内外の諸情勢を当然考慮に入れなければならない。諸情勢のなか

から重要な説明変数を抽出して、それを加えた政策形成モデルの構築が今

後の課題である。

注

1)ノ ルウェーはメキシコと同様に、1970年代半ばに石油の自給を達成 (後述

するようにメキシコの場合は回復)し て、その後本格的な石油輸出国となっ

た (EI Ma■ akh,Noreng and Poulson 1984:104)。 両国の石油輸出量の推移

(1975～ 2001年 )は、次の図の通りである。

日量 1,000バ レフレ

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

メキシコ

1975 2CX10年

注および出所 : メキシヨ、1975～ 79年 (SnOeck 1988:192)は 1年 =365

日で算出。1980～ 89年 (Sener IL鵬 台ιづ6α )。 1990～ 2000年 (Pemex 2001:

6)。 2001年 (Pemex 2002:22)。 全期間、原油のみ。ノルウェー、1975～ 89

年 (ミ ッチェル 2001:495,497)は 石油純輸出量、 1バ レル=0。 136ト ン、

1年 =365日 で算出。1990～ 2CIC11年 (EIA― DOE「ED)は原油のみ。下記注

7も 参照。

2)こ こで国家の制度的側面が強調されることとなる。国家とは、総体として

の官僚・行政機構および制度化された法秩序として捉えられる。そして、政

府、つまり政策決定を担う地位を占める公職者の集合体と明確に区別され得

る (Krasner 1984:224)。

3)経路依存性については、デイビットによるキーボード配列の標準化の事夕1

を参照 (David 1985)。

4)ス コチポルらが示す「政策フイードバック (pohcy feedbacks)」 は、国家

と社会集団の 2方 向にその効果を持つ。本稿は前者の制度に対する効果に注

目する。

5)危機がなくても変化する制度や、深刻な危機にもかかわらず変化しない制
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度が存在する。セレンは、状況の変化に対応 して既存の制度に新たな部分が

「接木」のように追加され変化するプロセスや、既存の制度枠組みへの新た

なアクターの編入による制度の目標変更に伴う転換を指摘している (Thelen

2003)。 このような見方は本節で述べる「断続平衡パターン」を批判するもの

であるが、危機による制度変化を否定するものではない。危機がすべての制

度を崩壊させ得ないということを前提とすれば、問題は危機と制度変化のス

ケールをどのように捉えるかであろう。

6)次の現行法も参照。Ley Organica de Petr61eos Me対canos y Organismos

Subsidiarios,Art.6,7y13.(CDDHCU Lθ gおι6κJ6η ).

7)原油が天然の状態のものを限定 して指すのに対 して、石油には場合によつ

て精製品や原油以外の液状炭化水素も含まれる。

8) Ley Reglamentana del Articulo 27 Constitucional en el Ramo del Petr61eo,

Art.4y6.(CDDHCU Lσ gおιαθり6η ).

9)エチェベリア (Luis Echev田 血 Alvarez)大 統領 もドバリ・ハイメが主張す

る消極的輸出政策に同調 していた (SordO y L6pez 1988:183-184)。

10)確 認埋蔵量 と判 断 で きるのか問題 とな ったのが、チ コ ンテペ ック

(Chicontepec)盆 地の数値であった。元 Pemex技術者の見方によれば、そ

の編入は確認埋蔵量の誇張を目的としていた (Behran 1991:17)。

11)デイアス・セラーノの主張に対 して、ロペス・ポルテイージョは、経済が

極端に石油に依存することを防ぐために、日量150万バ レルという原油輸出量

についての制限 を設 けた (Snoeck 1988:53-57)。 しか し、ロペス・ポル

テイージョによるこの制限が、その後の政権の石油輸出政策を拘束 したとは

考えにくい。1984年 に公表された Pemexの 計画は1987年、88年の原油輸出量

の目標を日量160万 5千バレルとして、僅かではあるが輸出量の拡大を目指 し

ていた (SnOeck 1988:140-141)。 また、近年における原油輸出量の増加の背

景には、ガソリンや燃料油を始めとする精製品の純輸入量の増加があるとい

うことを指摘しておかなければならない (Pemex 2001:6,54;2002:22,136)。

12)1994年 を基準とした消費者物価指数を用いて、実質的増減を算出した

(INEGI BE;SenerEsιααttιtcα )。
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